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は し が き
EU会社法第１指令の存在を, 私 (加藤) が初めて認識したのは, 1967年






したのが, 1967年であった｡ この作業を始めることによって, フランス会社法
の大改正に対して大きなインパクトを与えた原因の１つとして, EEC (ヨー
ロッパ経済共同体) の会社法指令 (案) が存在することを知ったのである｡ 当
時, EECの理事会は, 加盟各国の会社法を調整することを目的に, 各国を名
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(１) この間の事情については, 山口幸五郎＝加藤徹 ｢フランス新会社法 (一)｣ 『阪大法学』
67号, 222頁～224頁, 1968年７月｡
(２) 山口＝加藤・前掲注１, 232頁～242頁｡
(３) 1968年３月９日の理事会第１指令, 68/151/CEE, JO L 65 du 14.3.1968, p. 8 なお英文
については, OJ L 65, 14/03/1968, p. 8 参照｡
(４) 山口幸五郎＝加藤徹 ｢フランス新会社法 (十五・完)｣ 『阪大法学』 86号161頁～170頁,
1973年３月｡
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なお, 指令は, 現 EU28カ国の加盟国に対し, 23の言語をもって, 表示さ



















146(620) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(５) JO L 73 du 27.3.1972, p. 89.
(６) 山口幸五郎＝加藤徹 ｢EC会社法に関する第一指令｣ 『EC会社法指令』 (山口幸五郎
編) 13頁～44頁, 1984年５月, 同文館出版｡
(７) JO L 291 du 19.11.1979, p. 89.
(８) JO L 302 du 15.11.1985, p. 157.
(９) JO C 241 du 29.8.1994, p. 194.
(10) JO L 221 du 4.9.2003, p. 13, および JO L 236 du 23.9.2003, p. 338｡
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(16) JO 2 du 15.1.1962, p. 36/62.
(17) JO C 204 du 9.8.2008, p. 25.





























































(29) agir de bonne foi
(30) lettres























株式会社 (naamloze vennootschap / anonyme), 株式合資会社 (com
manditaire vennootschap op aandelen / en commandite par actions), 有












有限責任会社 (), 株式会社 ( !"#$%
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有限責任会社 (aktieselskab), 株式合資会社 (kommanditaktieselskab), 株
式会社 (anpartsselskab)；
― ドイツ連邦共和国については,
株式会社 (die Aktiengesellschaft), 株式合資会社 (die Kommanditgesellschaft
auf Aktien), 有限責任会社 (die Gesellschaft mit 	
Haftung)；
― エストニア共和国については,
有限責任会社 (aktsiaselts), 株式会社 (
)；
― アイルランドについては,










株式会社 (la sociedad ), 株式合資会社 (la sociedad comanditaria por
acciones), 有限責任会社 (la sociedad de responsabilidad limitada)；
― フランス共和国については,
株式会社 (	anonyme), 株式合資会社 (	en commandite par acti





株式会社 ( !"#), 有限責任会社 ( !"#$ %&'$# (
")!)；
― イタリア共和国については,































有限責任会社 (・  ・), 株式会社 (!・  ・)；
― ルクセンブルク大公国については,
株式会社 ("##anonyme), 株式合資会社 ("##en commandite par acti
ons), 有限責任会社 ("##$%##)；
― ハンガリー共和国については,
株式会社 (#&'#())*), 有限責任会社 ()+#* ))*)；
― マルタ共和国については,
有限責任公開会社 (kumpannija pubblika/public limited liability company), 有
限責任私会社 (kumpannija privata/private limited liability company)；
― ネーデルランド王国については,
有限責任会社 (naamloze vennootschap), 有限責任私会社 (besloten vennoot-
schap met beperkte aansprakelijkheid)；
― オーストリア共和国については,
株式会社 (die Aktiengesellschaft), 有限責任会社 (die Gesellschaft mit "
,-Haftung)；
― ポーランド共和国については,
有限責任会社 (./012324/5267.4), 株式合資会社 (./018
9:58:!), 株式会社 (./01:!)；
― ポルトガル共和国については,
有限責任匿名会社 (a sociedade ;de responsabilidade limitada), 株式
合資会社 (a sociedade em comandita por "<=), 株式発行有限責任会社 (a
sociedade por quotas de responsabilidade limitada)；
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― ルーマニアについては,





















有限責任公開会社 (ksityinen !"#$%&'()*/ privat aktiebolag), 有限責任私会





















































































(44) 一定の形態の会社の年次計算書類に関する, 条約第54条第３文 (g) 号に基づく1978
年７月25日理事会指令第４号 78/660/CEE ( JO L 222 du 14.8.1978, p. 11)｡ 山口・前掲注６,
pp. 185343 により邦文にて詳細に解説されている｡
(45) 連結計算書類に関する, 条約第54条第３文 (g) 号に基づく1983年６月13日理事会指
令第７号 83/349/CEE ( JO L 193 du 18.7.1983, p. 1)｡
(46) 銀行およびその他の金融機関の年次計算書類および連結計算書類に関する, 1986年12
月８日理事会指令 86/635/CEE ( JO L 372 du 31.12.1986, p. 1)｡
(47) 保険会社の年次計算書類および連結計算書類に関する, 1991年12月19日理事会指令
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(67) 電子署名に関する共同体の枠組みについての1999年12月13日ヨーロッパ議会および理





































１ 加盟国は, 第３条第５項第６項および第７項に従い, 第三者が第２条所定
の事項および各種証書を信頼できるように, 更新された情報が国内法の規定を
適用して利用することができるように留意する｡
２ 加盟国は, ヨーロッパ e－Justice ポータルサイト (以下, ≪ポータルサ
イト≫とする) 上の公示のために, ポータルサイトの規則および技術的要求に
従って, 必要な情報を提示する｡































































１ 第２条に従い, 公示されるべき証書および事項は, 第３条第１項所定の記
録簿が開設されている加盟国において, 言語に関し適用されうる規則により公
認されている言語の一つで作成されかつ付託される｡
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(87) 	

(88) JO L 248 du 16.9.2002, p. 1.
(89) 	technique
(90) 前掲注12および注53｡
















ｆ) 登記簿, プラットフォーム, およびポータルサイトの間の情報の交換のた
めに規格化されたメッセージ形式の構造を定める技術仕様書；
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定める2011年２月16日のヨーロッパ議会および理事会規則 (UE) 第182 /2011
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(95) 前掲注12および注53｡
(96) 植月献二 ｢リスボン条約後のコミトロジー手続─欧州委員会の実施権限の行使を統制
する仕組み─｣ 『外国の立法』 249号３頁～28頁, 2011年９月の訳語に依拠した｡
(97) 前掲注12および注53｡
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(105) 前掲注12および注53｡
































































































は, 第３条により規律される｡ 第三者の異議は, 国家法がこれを許容している
場合においても, 裁判所の判決の公告の日から６ヶ月以内にのみ, 受理される
ことができる｡
２ 設立無効は, 解散の場合に準じ, 会社の清算を生じる｡
３ 設立無効は, 清算中であることによる効果を妨げることなく, それ自体と
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委員会は, おそくとも2012年１月１日までに, 第２条ｆ)号, 第３条, 第４





























Directive 68/151/CEE du Conseil
(138)
Annexe I, point III.H, de l’acte de 1972
(139)
Annexe I, point III.C, de l’acte de 1979
(140)
Annexe I, point II.D, de l’acte de 1985
(141)
Annexe I, point XI.A, de l’acte de 1994
(142)
Directive 2003/58/CE du Parlement et du Conseil
(143)
Annexe II, point 1.4.A, de l’acte de 2003
(144)
Directive 2006/99/CE du Conseil
(145)




指令 68/151/CEE － 1969年９月11日まで
指令 2003/58/CE － 2006年12月30日まで
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